
議案第鉐号

南風原町いじめ問題対策連絡協議会等設置条例

南風原町いじめ問題対策連絡協議会等設置条例を別紙のとおり提出する。

平成28年12月6日提出

(提案理由)

いじめ防止対策推進法(平成25年法律第71号)の規定に基づき、いじめ問題対策

連絡協議会及びいじめ防止等専門委員会並びにいじめ問題調査委員会を設置するに

あたり必要な事項を定める必要があるため提案する。

i

南風原町長城間俊安
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第5章
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南風原町、じめ問題対売〕車絡協議会等設^伊1

総則佛1条

南風原町心め問題対策連絡協議会鮪2条一第9条

南風原町し、じめ防止等専門委員会鮪10条一第18網

南風原町し、じめ問題調査委員会傭19条一・・第27条)

雑則傭28条一第29条)

第1章総則

趣旨)

第1条この条伊4は、いじめ防止対策推進法(平施5甲去1聿第71号。以下 W制という。)の
規定に基づき南風原町が設置ずる南風原町、じめ問題対策連絡協議会その他のヌ目織に関し必

要な事項を定めるものとする。

第2章南風原町、じめル鶚劃策連絡協議会

(設圖

第2条法第14条第1項の規定に基づき、南風原町、じめ問題対売車絡協議会(以下「連絡協

i霧会」という。)を置く。

何陣事務)

第3条連絡協議会は、法第H条第1項に規定するいじめの防止等に凱系する機関及び団体の

連携に関し協議するとともに、当該機関及び団僻E互の連絡司瑳を図るものとする。
係且制

第4条連絡協議会は、委員20人以内をもってネ且織する。

2 委員は、次に掲げる機関に所属する1哉員、その他南風原町數育委員会(以下「教育委員会」
という。)が必要と認める者のうちから教育委員会が委嘱する。

(1)南風原町立学校(以下「学校」という。)

(2)教育委員会事務局

(3)中兜見童相談所

(4)那覇地方法務局

(5)湘昌県警察

(委員dX壬期)

第5条委員の任期は、 2年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、
前任者の別壬期間とする。

2 委員は、再任されることができる。

儉長及ひ副会長)

第6条連絡協議会に会長及て隔4会長を置く。

2 会長及ひ副会長は、委員の互選によって定める。

3 会長は、連絡協議会をイ七表し、会務を総理し、会議の議長となる。

4 副会長は、会長を補佐し会長に事加§あるとき、又は会長が欠けたときは、その耽翁を代
理する。

(会翻

第7条連絡協談会の会議は、会長が招集する。ただし、会長が選出されていないときは、教
育委員会が行う。
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2 連絡協議会は、委員の半数レメ上の出席がなければ会議を開くととができない。
(剛系者の出席等)

第8条会長は、連絡協議会において必要があると認めるときは、関評、者の出席を求めてその

意見若しくは説明を聴き、又は関係者から必要な資米斗の提出を求めることができる。
傭チ努)

第9条連絡協議会の庶務は、教育委員会学校教育課において処理する。
第3章南風原町し、じめ防止等専門委員会

(設圖

第10条法第14条第3工穀び第28条第1項の規定に基づき、南風原町、じめ防止等専門委員会
(以下「専門委員会」という。)を置く。

何陣事務)

第11条専門委員会は、教育委員会の諮問に応じ、いじめの防止等のための対策の推進に関す
る亨頁について調査審議し、答申する。

2 専門委員会は、教育委員会の求めに応じ、教育委員会が学校からいじめの報告を受け、法
第24条に基づき自ら調査を行う必要がある場合に調査を行う。

3 専門委員会は、学校において法第28条第1項各号に該当する重大芽長が発生し教育委員会
が調査を実施すべきと判断した場合には、法第28条第1項に規定する組織として調査を行う。
4 専門委員会は、第1項から前項に規定する事項に関し、教育委員会に意見を述べるととが
できる。

係且観

第12条専門委員会は、委員10NI,(内をもって系騰ける。

2 委員は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱する。
(1)学校教育の凱系者

(2)関側テ政機関の職員

(3)その他教育委員会が適当と認める者

倭員dX壬期)

第13条委員のイ壬期は、 2年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、
前任者の別壬期間とする。

2 委員は、再任されることができる。

倭員長及で隔11委員長)

第14条専門委員会に委員長及U渇11委員長を置く。

2 委員長及て橿リ委員長は、委員の互選によって定める。

3 委員長は、専門委員会をf法し、会務を総理し、会議の議長となる。

4 副委員長は、委員長を樹左し、委員長に事識§あるとき、又は委員長が欠けたときは、そ
の瑞劣をイ弌理する。

侮E寺委勗

第15条教育委員会は、専門委員会に榔リの亨頁を調査審議させるため必要があると認めると
きは、臨a寺委員を置くことができる。

2 臨H寺委員は、教育委員会が必要と認める者のうちから教育委員会が任命する。

3 臨E寺委員のイ壬期は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときまでとする。
(会誤

第16条専門委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長及U渇1倭員長が選出されて
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いないときは、教育委員会が行う。

2 専門委員会は、委員(特別の事項を調査審議する場合にあっては、そのために置かれた臨

時委員を含む。次項において同じ。)の半数レメ上の出席がなければ会議を開くととができな
し＼

3 専門委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、石活同数のときは、委員長の

決するところによる。

(関評、者の出席制

第17条委員長は、専門委員会において必要があると認めるときは、凱系者の出席を求めてそ

の意屍若しくは説明を聴き、又は関停、者力●必要な資半斗の提出を求めることができる。

健牙劣)

第18条専門委員会の原務は、教育委員会学校教育課において処理する。

第4章南風原町、じめ見呪亘調査委員会

(設圖

第19条法第30条第2項の規定に基づき、南風原町、じめ問題調査委員会(以下「調査委員会」

という。)を必要に応じて置くととができる。

何淳事務)

第20条調査委員会は、町長の諮問に応じて、法第28条第1項の規定による調査の結果にっい

て調査審議し、答申し、又はj意見を述べることができる。

係且鶴

第21条調査委員会は、委員6人以内をもって組織ずる。

2 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委g属する。

(1)識見を有する者

(2)凱系1テ醐幾関の職員

(3)その他町長が適当と認める者

(委員の缶期)

第22条委員のイ壬期は、委"属の日から当諾客問に係る再調査が終了する日までとし、補欠の委

員にあっては、前任者の別壬期間とする。ただし、再任を妨げない。

(委員長及で藩1」委員長)

第23条調査委員会に委員長及び副委員長を置く。

2 委員長及て橿11委員長は、委員の互選によって定める。

3 委員長は、調査委員会をイ七表し、会務を総理し、会議の議長となる。

4 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故力§あるとき、又は委員長が欠けたときは、そ
の脂務をイ七理する。

臨H寺委員

第24条町長は、調査委員会に特別の亨頁を調査審議させるため必要があると認めるときは、
臨E寺委員を置くことができる。

2.臨H寺委員は、町長が必要と認める者のうちから町長が任命する。

3 臨H寺委員のイ壬朔は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときまでとする。
(会諭

第25条調査委員会の会議は、委員長が招集する。ただし、委員長及嘔1倭員長が選出されて
いないときは、町長が行う。

2 調査委員会は、委員の半数レメ上の出席がなければ会議を開くととができない。
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3 調査委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、石俗同数のときは、委員長の
決するところによる。

(関評、者の出席制

第26条委員長は、調査委員会において必要があると認めるときは、凱系者の出席を求めてそ

の意見若しくは説明を聴き、又は関評、者力喝必要な資米1の提出を求めるととができる。
健務)

第27条調査委員会の庶務は、総務音β総務.課において処理する。

第5章雑則

(誘必義務)

第28条連絡協議会及て陣門委員会並びに調査委員会の委員は、瑞劣上知り得た秘癌を漏らし
てはならない。その職を退いた後も、また同様とする。

(劉ヨ

第29条この条g'4に定めるもののほか、連絡協議会及び専門委員会並びに調査委員会の運営に

関し必要な亨頁は、会長又は委員長がそれぞれ連絡協議会又は専門委員会若しくは調査委員
会に諮って定める。

附則

この条伊Uは、公布の日から施〒テずる。
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